
市
で
は
、
昨
年
末
の
国
民
健
康
保
険

運
営
協
議
会
か
ら
の
答
申
内
容
に
基
づ

き
、
３
月
議
会
で
国
民
健
康
保
険
税
条

例
の
一
部
改
正
を
行
い
、
平
成
24
年
度

保
険
税
率
を
改
定
し
ま
し
た
。

米
原
市
の
国
保
会
計
は
平
成
20
年
度

か
ら
赤
字
が
続
い
て
い
た
た
め
、
平
成

22
年
度
か
ら
３
年
間
、
段
階
的
に
税
率

改
定
を
毎
年
実
施
し
て
き
ま
し
た
。
ま

た
、
毎
年
の
収
入
不
足
を
補
う
た
め
に
、

「
国
保
財
政
調
整
基
金
」
を
取
崩
し
て
対

応
し
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
平

成
23
年
度
末
に
は
、
こ
の
基
金
残
高
も

残
り
少
な
く
な
る
見
込
み
で
す
。

今
回
の
税
率
改
定
に
よ
り
、
平
成
24

年
度
の
国
保
会
計
は
収
入
不
足
が
生
じ

な
い
見
込
と
な
り
ま
す
が
、
毎
年
、
医

療
費
は
伸
び
続
け
て
い
る
状
況
で
あ
り
、

平
成
25
年
度
以
降
の
税
率
に
つ
い
て
も
、

医
療
費
の
動
向
と
国
の
制
度
改
正
を
踏

ま
え
て
引
き
続
き
検
討
が
必
要
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

◆
主
な
改
正
点

今
回
の
税
率
改
定
に
よ
り
、
国
保
加

入
１
世
帯
当
た
り
の
保
険
税
額
は
、
平

成
23
年
度
か
ら
平
均
４
％
程
度
の
引
上

げ
と
な
り
ま
す
。
こ
の
改
定
に
よ
り
、

国
保
税
の
収
入
は
４
千
万
円
程
度
の
増

加
と
な
る
見
込
み
で
す
。

ま
た
、
資
産
割
に
つ
い
て
は
、
税
負

担
の
公
平
性
を
図
る
た
め
に
廃
止
し
ま

す
。

◆
平
成
24
年
度
の
国
保
税
額

平
成
24
年
度
の
国
保
税
額
に
つ
い
て

は
、
６
月
に
郵
送
す
る
納
税
通
知
書
に

て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
納
付
は
６
月
か

ら
翌
年
３
月
ま
で
の
10
回
に
分
け
て
納

付
を
お
願
い
し
ま
す
。

国
保
税
は
、
加
入
者
の
前
年
所
得
、

人
数
な
ど
に
よ
り
納
め
て
い
た
だ
く
税

額
を
世
帯
ご
と
に
計
算
し
課
税
し
ま
す
。

こ
の
た
め
、
国
保
に
加
入
し
て
い
る
人

が
世
帯
に
１
人
で
も
お
ら
れ
る
と
、
世

帯
主
の
名
前
で
納
税
通
知
書
が
送
付
さ

れ
ま
す
。

＊
国
保
に
加
入
さ
れ
て
い
る
人
（
被
保

険
者
）
全
員
が
65
歳
〜
74
歳
の
世
帯

の
国
保
税
は
、
原
則
、
世
帯
主
の
年

金
か
ら
天
引
き
と
な
り
ま
す
（
年
金

か
ら
の
特
別
徴
収
）。
た
だ
し
、
世
帯

主
が
国
保
に
加
入
さ
れ
て
い
な
い
場

合
、
年
金
の
額
が
年
額
18
万
円
未
満

の
場
合
、
介
護
保
険
料
と
国
保
税
の

合
計
が
年
金
額
の
１
／
２
を
超
え
る

場
合
は
除
き
ま
す
。

＊
国
が
定
め
る
基
準
所
得
を
下
回
る
世

帯
に
つ
い
て
は
、
所
得
に
応
じ
て
国

保
税
の
う
ち
均
等
割
と
平
等
割
が
軽

減
さ
れ
ま
す
。
こ
の
軽
減
判
定
に
は

世
帯
主
と
世
帯
の
国
保
加
入
者
全
員

の
所
得
申
告
が
必
要
で
す
の
で
、
所

得
の
な
い
方
も
必
ず
申
告
を
お
願
い

し
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
を

改
定
し
ま
し
た
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改 正 後

6.90%

（廃止）

26,900円/人

21,600円/世帯

51万円

改 正 後

2.80%

（廃止）

9,000円/人

7,200円/世帯

14万円

改 正 後

2.00%

（廃止）

9,200円/人

5,000円/世帯

12万円

税率改正内容について

1．介護分は40歳以上65歳未満の方のみ

医 療 分

所 得 割

資 産 割

均 等 割

平 等 割

限 度 額

後期高齢者支援金分

所 得 割

資 産 割

均 等 割

平 等 割

限 度 額

介 護 分

所 得 割

資 産 割

均 等 割

平 等 割

限 度 額

改 正 前

6.70%

8.40%

24,300円/人

19,800円/世帯

51万円

改 正 前

2.30%

2.80%

8,100円/人

6,600円/世帯

14万円

改 正 前

1.80%

2.50%

8,200円/人

4,500円/世帯

12万円



国
保
は
、
必
要
な
時
に
安
心
し
て
医

療
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、

被
保
険
者
（
国
保
に
加
入
し
て
い
る
人
）

が
普
段
か
ら
保
険
税
を
出
し
合
い
、
必

要
な
医
療
費
に
充
て
て
相
互
に
助
け
合

う
保
険
制
度
で
、
国
民
皆
保
険
制
度
を

支
え
る
大
切
な
社
会
保
障
制
度
で
す
。

近
年
は
、
高
齢
化
の
進
展
や
医
療
ニ

ー
ズ
の
増
大
等
に
よ
り
毎
年
医
療
費
の

支
払
い
に
必
要
と
な
る
金
額
は
伸
び
続

け
て
お
り
、
ま
た
、
他
の
健
康
保
険
組

合
等
と
比
較
し
て
、
高
齢
の
加
入
者
や

所
得
の
低
い
加
入
者
が
国
民
健
康
保
険

に
は
多
く
加
入
し
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、

多
く
の
市
町
が
国
保
の
運
営
に
苦
慮
し

て
い
る
状
況
で
す
。

毎
年
増
加
す
る
医
療
費
を
抑
制
す
る

た
め
に
は
、
み
な
さ
ん
に
で
き
る
だ
け

健
康
な
状
態
を
保
っ
て
い
た
だ
く
こ
と

が
大
切
で
す
。
こ
の
た
め
、
国
保
で
は

特
定
健
診
・
特
定
保
健
指
導
を
実
施
し

て
い
る
ほ
か
、
人
間
ド
ッ
ク
費
用
の
助

成
を
行
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
制

度
を
活
用
す
る
こ
と
は
病
気
の
早
期
発

見
に
つ
な
が
り
、
重
症
化
を
防
ぐ
こ
と

に
な
り
ま
す
。

み
な
さ
ん
の
意
識
と
努
力
が
健
康
を

も
た
ら
し
、
国
保
財
政
の
健
全
化
に
も

つ
な
が
り
ま
す
。

国
保
税
を
納
期
限
内
に
納
め
て
い
た

だ
く
こ
と
も
、
不
要
な
経
費
を
削
減
す

る
こ
と
に
つ
な
が
り
ま
す
の
で
、
ご
理

解
と
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

国
保
の
健
全
運
営
の
た
め
に
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後期高齢者医療制度は、各都道府県単位の「広域連合」を運営主体として、
75歳以上の方（および一定以上の障がいにより認定を受けた65歳以上の方）
を対象としています。後期高齢者医療制度の被保険者の医療費の財源は、
●公 費（国・県・市町が負担するお金）…約5割
●支援金（75歳未満の方が負担するお金※障がい認定により後期高齢者

医療にご加入の65歳以上の方を除く）…約4割
●後期高齢者医療の被保険者が納める保険料…約1割
となっており、高齢者の方も含め、国民全体で支えあう制度です。
医療費は高齢化の進展や医療の高度化により年々増加しています。医療費
の増加は制度の財政を圧迫し、みなさんにご負担いただく保険料の増額にも
つながりかねません。限りある医療費の適正化のためにも、健康や医療につ
いて考えてみましょう。

同じ病気で複数の医療機関を必要以上に受診するのはできるだけ控えましょう。重複する検査や投
薬により、かえって体に悪影響がある心配があります。

～安定した制度で高齢者医療を守るために～

後期高齢者医療制度のしくみ

～医療機関での適正な受診を～

お
問
い
合
わ
せ

市
民
部
保
険
課(

近
江
庁
舎)

1
５
２
ー
６
９
２
２
5
５
２
ー
８
７
３
０

■ 市民部保険課(近江庁舎) 1 52ー6922 5 52ー8730
滋賀県後期高齢者医療広域連合 1 077ー522ー3013


